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・全体 

意見 考え方 

意見◇  

● 制約的な提供条件がある場合には、代替性があるとの判断はすべきでない。

（同旨２者） 

● MVNOにおいて多様な料金メニューを利用者に魅力的な料金で提供可能とす

る水準かどうか等、見直し後の音声卸料金の水準も一定程度評価に加味するこ

とが適当。（同旨２者） 

● 接続の提供条件が公表されて間もないこともあり、現時点で代替性の評価を行う

ことは、時期尚早。（同旨３者） 

● MVNOとの協議結果等について一定期間経過後（半年程度が想定される）に二

種指定事業者に報告を求め、その報告を元に代替性を再評価することを要望。

（同旨２者） 

● 現時点で認識し得ない課題が生じていないか、それが公正競争上の弊害を生

んでいないかを、ガイドラインに則り継続的に確認していくことが必要。（同

旨２者） 

考え方◇  

○ 二種指定事業者より接続の提供条件が公表されたことにより、今後のモバイ

ル音声卸の契約交渉が活性化されることが期待されます。ただ、接続の提供条

件が公表されて間もないこともあり、現時点で観点c)の評価を行うことは、時

期尚早と考えます。一定期間経過後に、客観的かつ適正性のある検証が行われ

ることが妥当と考えます。 

また、中長期的には、接続代替性に支えられた事業者間の適切な卸交渉によ

り継続的にモバイル音声卸料金の引き下げが行われ、MVNOがモバイル音声卸と

接続の双方のメリット・デメリットを踏まえ自由に選択できる環境が整うこと

が望ましいと考えます。 

【株式会社インターネットイニシアティブ】 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もない状況にあり、卸交渉

の進捗もMVNOにより差があることから、プレフィック

ス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与しているか

について、半年程度経過後に再度評価することが適当

と考えます。 

 

○ 固定分野（光サービス卸）では、接続が先に存在し、その後卸役務が提供さ

れましたが、モバイル分野（モバイル音声卸）の場合は、卸役務しか選択肢が

ないなか既に多くのMVNOがサービス提供している状況下で、新たに接続機能が

設定されました。このことを踏まえると、接続を利用するに当たっては、現在

広く使われている卸からの移行が、容易に可能でなければならないと考えま

す。仮に提供条件の制約によって、卸から接続への移行に当たり利用者に手間

が発生する等の利用者利便の低下が伴うなど、卸から接続に移行することが
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MVNOに取り困難な場合は、実際に当該機能を利用できるMVNOが存在し得ない、

あるいはごく少数に留まる可能性が高く、卸から接続への移行が可能かといっ

た観点について「d) その他接続による代替について考慮すべき事由はある

か。」において考慮すべきです。その点、二種指定事業者にそのような制約的

な提供条件の有無についてヒアリングまたは書面での報告を求め、制約的な提

供条件がある場合には、当該提供条件の制約が解消されMVNOが接続を実質的に

利用可能な状況が生じ得ない限り、代替性があるとの判断はすべきでないと考

えます。 

また、モバイル音声サービスでは、かけ放題メニューの提供等利用者料金が

多様化しているなか、「c) 指定設備卸役務の提供料金や条件から、関連する接

続機能の存在が卸契約交渉の適正化に寄与していると合理的に評価できる

か。」の観点においては、単にモバイル音声卸料金の見直しが行われたという

ことだけでなく、MVNOにおいて多様な料金メニューを利用者に魅力的な料金で

提供可能とする水準かどうか等、見直し後の料金水準も一定程度評価に加味す

ることが適当と考えます。しかしながら、現時点で見直し後の卸料金が評価基

準cを満たすかについて直ちに判断できる状況にはないと考えております。 

加えて、仮に接続機能がMVNOにとり実質的に選択肢となる状況において、当

該接続機能の存在が卸料金水準を含めた契約交渉の適正化に十二分に寄与を

しているとすれば、MVNOは、接続との間で料金や設備、通話品質等のメリット・

デメリットを比較の上、そのニーズに合わせて接続ではなくモバイル音声卸を

利用することも想定されることから、そういった観点も評価において加味され

ることが必要と考えます。 

具体的には、以下のような項目について一定期間経過後（半年程度が想定さ

れる）に二種指定事業者に報告を求め、その報告を元に代替性を再評価するこ

とを要望します。 

(ア) プレフィックス自動付与機能に係る協議を行ったMVNOの事業者数、およ

び実際の提供事業者数、事業者ごとの提供回線数（評価基準b、d関連） 

(イ) モバイル音声卸の条件変更に係る協議を行ったMVNOの事業者数、および

合意に至った事業者数（評価基準c関連） 

(ウ) モバイル音声卸の標準プランについての条件の更なる変更の有無（評価

基準c関連） 

これらの数値について、代替性の総合的な評価に用いることで、接続が代替
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的に機能しているか（接続を選択し卸から移行したMVNOが一定程度存在してい

るか、利用者の接続への移行を妨げる制約的な提供条件がないか）、適正な卸

契約交渉がMNOとMVNOの間で行われているか（そのニーズに合わせて接続では

なく卸を選択したいMVNOが一定程度存在しているか、MNOがそのニーズに応え

ようと真摯に協議に応じているか）を確認することができ、それぞれの評価基

準においてより適正に代替性を評価し得るものと考えます。特に（イ）につい

ては、MNOとMVNOの卸交渉の実態はNDAによりブラックボックスとなっているも

のでありますが、評価基準cの求める卸契約交渉の適正化を客観的に評価する

ためには、MNOにその概況について報告を求めることが必要であるものと考え

ます。 

さらに、プレフィックス自動付与機能について実装はされたものの、MVNOに

おける利用開始はこれからであり、利用が進むに連れて、今後機能面等で何ら

かの課題等が明らかになる可能性も否定できません。MVNOによるプレフィック

ス自動付与機能の利用開始後の状況等を踏まえて、当該機能の利用や二種指定

事業者とMVNO間の協議において、現時点で認識し得ない課題が生じていない

か、それらの課題が公正競争上の弊害を生んでいないかを、ガイドラインに則

り継続的に確認していくことも必要と考えます。 

【一般社団法人テレコムサービス協会】 

○ モバイル音声サービスの卸料金は長年横ばいであったものの、実質的に卸役

務しか選択肢がないため、既に多くのMVNOが卸役務により音声サービスを提供

しております。このため、先に接続が存在し、その後卸役務が提供された固定

分野（光サービス卸）とは異なり、モバイル音声卸の代替性を検証するに当た

っては、現在広く使われている卸役務から容易に移行できるかという点につい

て、「d) その他接続による代替について考慮すべき事由はあるか。」において

十分に考慮する必要があると考えます。MVNOには大小様々な事業者が存在し、

その市場規模も大きいことを鑑みると、卸役務から接続への移行は、事業者間

の手続きにより容易に行えることが望ましいと考えられます。仮に提供条件等

の制約によって、例えば、既に契約中のMVNO利用者が一定の手続きや設定作業

等を実施しないと接続機能が利用できないといった状況であれば、数多く存在

する利用者にその負担を求めることは、利用者利便の観点から非常に困難であ

り、代替性は不十分であると評価されることが適正かと考えます。 

  このため、総務省殿においては、プレフィックス自動付与機能の利用におけ
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る制約的な提供条件の有無について、二種指定事業者にヒアリングまたは書面

での報告を求め、仮に何らかの制約的な条件があり、多くのMVNOがプレフィッ

クス自動付与機能を実質的に利用できないという状況であれば、まず二種指定

事業者にその提供条件の解消を求め、解消されない場合は、モバイル音声卸に

係る代替性があるとの判断はすべきでないと考えます。 

  なお、プレフィックス自動付与機能について実装はされたものの、利用を開

始しているMVNOはまだ僅かであることから、現時点においては、上記の評価を

行うことは困難であると考えます。例えば半年程度等、一定期間経過後に二種

指定事業者に接続機能について協議に至った、および提供しているMVNO事業者

数について報告を求め、その報告を元にMVNOが移行可能かを考慮の上、代替性

を評価いただくことを要望いたします。 

  また、「c) 指定設備卸役務の提供料金や条件から、関連する接続機能の存在

が卸契約交渉の適正化に寄与していると合理的に評価できるか。」の観点にお

いては、単に卸料金が見直されたということだけでなく、その料金について、

MVNOが市場競争力を持てる水準であるか、また継続的に寄与しているか評価さ

れることが重要であると考えます。この点、例えば、卸を用いているMVNO事業

者が、かけ放題メニュー等、市場競争力のある料金で音声サービスを提供して

いるかについて、継続的に評価いただくことも有効であると考えます。 

  プレフィックス自動付与機能においては今後、機能面等で何らかの課題等が

明らかになる可能性もございますことから、総務省殿においては、今後の利用

状況や二種指定事業者とMVNO間の協議において、現時点で認識し得ない課題が

生じていないか注視いただき、仮に課題が生じた場合は、ガイドラインに則り

継続的に確認いただくことを要望いたします。 

【株式会社オプテージ】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能によって、音声卸サービスの実質的かつ代替的な

選択肢を提供出来ており、接続による代替性は十分に確保されている。 

● 音声卸料金の見直しにより、モバイル音声卸を能動的に利用したいとする

MVNOが複数存在 

● プレフィックス自動付与機能は、MVNOの意見を踏まえ、MVNOの負担が限りな

く小さくなる方式として提案したものであり、今後、MVNOからIMS接続等の要

望があれば、真摯に協議に応ずる。 

考え方◇  
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○ 当社は、MVNOに対して従前より提供を行ってきた音声卸サービスの代替手段

として、2021年2月24日より、音声接続機能（プレフィックス自動付与機能）

をコストベース（基本料相当：85円、通信料：0.040849円/秒）にて、提供を開

始したところです。 

MVNOは、音声接続機能を利用することで、音声通話サービスを低廉な料金水

準で提供することが可能となります。 

また、当社は、当該音声接続機能の提供に際して、MVNOが、全国に存在する

緊急通報受理機関との接続を通じた緊急通報の提供や他の電気通信事業者と

の相互接続等が困難な場合は、MVNOからの求めに応じて、当該緊急通報等の機

能をコストベースで卸提供することとしております。 

加えて、従来より音声卸サービスをご利用いただいていたMVNOが、音声接続

に切り替えるに当たっては、そのMVNOのユーザが現に利用しているSIMカード

を差し替える必要もないところです。 

  今回、当社が提供する音声接続機能は、一般的な相互接続においてイメージ

されるような、MVNOが自ら設備投資を行う必要がないことに加え、音声接続機

能に係る開発費は基本機能として網使用料での回収としているため、網改造料

の負担が不要である点において、音声卸サービスと同等の簡便性を実現してい

るところです。 

  こうした簡便性をMVNOにご評価いただいた結果、当社の音声接続機能は、現

に、規模の大小にかかわらず、複数のMVNOから、利用申込や協議要望をいただ

いております。 

具体的には、フリービット株式会社様は、2021年2月25日に、当社の音声接

続機能を用いた音声サービスを提供する旨を公表されております。 

  以上により、当社としては、音声接続機能の提供を通じて、MVNOに対して、

音声卸サービスの実質的かつ代替的な選択肢を提供出来ており、接続による代

替性は十分に確保されているものと考えます。 

  他方、当社は、音声卸サービスの料金についても、MVNOが市場競争力を有し

た音声定額サービスを実現可能な水準へ見直したところであり、現に当該音声

卸サービスを能動的に利用したいとするMVNOが複数存在しているところです。 

  当社は、今後も引き続き、競争環境の確保・市場競争の一層の促進に向け、

MVNOに対する低廉で使いやすい料金の実現に努めていく考えです。 

  なお、IMS接続については、総務省「接続料の算定等に関する研究会（2020

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

以外の制約的条件が含まれる可能性があるものの、そ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に、再度評価すること

が適当と考えます。 

○ なお、IMS接続については、MVNOからの具体的な要

望に応じて、MVNOへの電気通信番号付与等制度的課

題、技術的課題及び経済的課題を解決するよう、総務

省、MNO、MVNOそれぞれが検討し、それらを踏まえ、

MVNOからの具体的な協議の申し込みがあった場合に

は、MNOは真摯に協議に応ずることが適当と考えます。 
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年1月10日）」においてMVNO委員会から意見があったように、MVNOによる設備投

資や他事業者網に接続するための費用等、経済的負担が非常に大きいと想定さ

れ、またIMSの運用等、中小規模のMVNOには現実的に困難であることも考えら

れます。当社としては、MVNOの意見を踏まえ、それらの負担が限りなく小さく

なる方式を検討した結果として、プレフィックス自動付与機能を提案したもの

であり、当該機能を用いた音声接続機能について、MVNOからも高く評価いただ

いているものと考えております。 

なお、今後、MVNOより、IMS接続等の要望があれば、当社としては、これまで

通り真摯に協議していく考えです。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能により音声卸サービスと同様のサービスを提供可

能であり、プレフィックス自動付与機能の存在に起因して現に契約交渉の適正化に

寄与していることを踏まえ、プレフィックス自動付与機能は代替性があると合理的

に評価できる。 

考え方◇  

○ 当社はモバイル音声卸の代替手段となる接続機能（以下「プレフィックス自

動付与機能」という。）の実装と並行して、モバイル音声卸料金についても MVNO 

との協議を実施しており、プレフィックス自動付与機能の接続料を踏まえた卸

料金水準を提示しております。 

検証（案）においては、『代替性の評価に当たっては、下記に示す a) 及び

b) の観点に加え、「c) 指定設備卸役務の提供料金や条件から、関連する接続

機能の存在が卸契約交渉の適正化に寄与していると合理的に評価できるか。」、

「d) その他接続による代替について考慮すべき事由はあるか。」の観点も含

め、総合的な評価を行う。』とされているところですが、プレフィックス自動

付与機能によりモバイル音声卸サービスと同様の設備利用形態・利用条件で利

用可能かつエンドユーザに提供可能であること、プレフィックス自動付与機能

の存在に起因して卸料金を見直すなど現に契約交渉の適正化に寄与している

ことを踏まえ、当社が実装したプレフィックス自動付与機能はモバイル音声卸

に係る接続による代替性として合理的に評価できるものと考えております。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に再度評価することが

適当と考えます。 

 

 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は本来の接続ではないが、評価の観点(a、(bについ

考え方◇  
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て、現時点ではコストを下げる点では評価できる。 

● 他方で中継電話事業者の料金・手続等にMVNOが大きく左右されることになり、将

来にわたってMVNOが競争力を維持できるか、評価・検証が必要であり、継続的な検

証を行っていただくことを希望。 

○ 接続制度に基づいてMNOとMVNOが音声交換機を接続することは技術面、制度

面、経済負担面等から困難であり、本来の接続という姿を実現することはでき

ない、という前提で、MNOとMVNOの競争条件を整える手法を検討、評価してい

ただいていることと思います。 

代案として、MVNOが既に音声交換機を保有している中継電話事業者から音声

卸を受ける座組を整える案（プレフィックス自動付与機能）では、MVNOは中継

電話事業者の料金・手続き等に大きく左右されることになり、将来にわたって

MVNOが競争力を維持できるものか、何かしらの評価・検証が必要と考えます。 

これらのことから、具体的な検証方法(a)(b)の論点について、本来の接続で

はないが、現時点ではコストを下げる点では評価できるものと考えます。しか

し、本来の接続が実現しない上で、MNOとMVNOの公正な競争条件を整えるには、

今回案であれば中継電話事業者区間を考慮に入れる、モバイル音声卸であれば

音声接続料に連動した卸価格の値下げ等、継続的な検証を行っていただくこと

を希望します。 

【株式会社ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ】 

○ プレフィックス自動付与機能に係る中継事業につ

いては、現時点において競争環境が歪められていると

は言えないものの、将来的な競争の歪みが懸念される

ことから、引き続き注視することが適当と考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に再度評価することが

適当と考えます。 

 

意見◇  

● 代替性検証（案）に記載の内容に賛同。 

 プレフィックス自動付与機能の実装によりエンドユーザが同様のサービスを利

用可能 

考え方◇  

○ 「接続機能」（プレフィックス自動付与機能）の実装により、現行の指定設

備卸役務において用いられる電気通信設備と同様の利用条件で、エンドユーザ

が同様のサービスを利用可能となります。また、法人音声サービス分野におい

ても「モバイル音声卸」に加え「接続機能」（プレフィックス自動付与機能）に

基づく音声サービスの選択肢が増えます。これらの結果はモバイル市場の健全

な競争環境の確保ならびに通信サービス向上に繋がると考えており、代替性検

証（案）に記載の内容に賛同します。 

  今回の結果を踏まえ、引き続き、審議会等での検証や生じた課題に対する検

討等を可能な限りオープンに実施頂きながら、適宜必要な対応を行って頂くこ

○ 賛同の御意見として承ります。 

○ しかし、プレフィックス自動付与機能の提供条件に

SIM交換といった制約的条件があること、SIM交換以外

の提供条件に制約的条件が含まれる可能性があるも

ののその提供条件が公表されて間もないことから、プ

レフィックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与

しているかについて、半年程度経過後に再度評価する

ことが適当と考えます。 
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とを希望します。 

【富士通株式会社】 

意見◇  

● 今後、卸契約交渉が進展し、継続的に音声卸料金が引き下げられていることが確

認できて初めて代替性を評価すべきであり、現時点では時期尚早。特に中継事業に

係るコスト引き下げが重要であることから、中継事業市場の透明化の進展が求めら

れる。 

● IMS基盤を利用した接続による音声通話サービスの提供の実現を目指すべきであ

る。 

 

考え方◇  

○ 1）代替性を評価するには時期尚早である 

プレフィックス音声接続の提供実績がない現時点では、プレフィックス音声

接続の存在が卸契約交渉の適正化に寄与しているか否かを評価することは不

可能である。 

プレフィックス音声接続にモバイル音声卸との代替性が認められないこと

は上記a)およびｂ）に記載したとおりであるが、いずれにしても、2021年2月

下旬に接続約款が公表されたものの、未だ、プレフィックス音声接続を利用し

た音声通信役務が提供されていないプレフィックス接続が、音声卸契約の交渉

の適正化に寄与しているか否かを評価するには、あまりにも時期尚早である。 

今後、音声卸契約の交渉が進展し、継続的かつ傾向的に音声卸料金が引き下

げられていることが確認できて初めて代替性を評価すべきである。特に、中継

事業に係るコスト引き下げが重要であることから、中継事業市場の透明化の進

展が求められる。 

2）通常の接続による代替性を目指すべきであること 

モバイル音声卸の提供料金については、2020年6月30日の総務大臣裁定（以

下、「総務大臣裁定」という）に基づき、能率的な経営の下における適正な原

価に適正な利潤（卸契約として適正な利潤）を加えた額を超えない額で設定さ

れたモバイル音声卸の料金が存在する。一方、MNOは、接続約款にプレフィッ

クス音声接続を記載すると同時に新たなモバイル音声卸の料金をMVNOに提示

しており、これらの料金水準は大きくかけ離れている。このような状態では、

どちらの料金をもって本項目を評価するのか不明である。 

本来、接続による代替性は、卸契約交渉の適正化に寄与しているか否かを評

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に再度評価することが

適当と考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能に係る中継事業につ

いては、現時点において競争環境が歪められていると

は言えないものの、将来的な競争の歪みが懸念される

ことから、引き続き注視することが適当と考えます。 

○ IMS接続については、MVNOへの電気通信番号付与等

制度的課題、技術的課題及び経済的課題を解決するよ

う、総務省、MNO、MVNOそれぞれが検討することが適

当と考えます。 
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価すべきものであるところ、プレフィックス音声接続は、総務大臣裁定で判断

が下されたモバイル音声卸の提供料金に一物二価をもたらし、卸契約交渉を混

乱させる結果となっている。 

そもそも、総務大臣裁定は、将来的に、接続による音声通話サービスの提供

が実現し有効に機能していると客観的に認められる場合は音声通話サービス

に係る卸電気通信役務の代替手段となりうるとしており、接続による音声通話

サービスの提供を目指すものである。 

また、これを受けて策定された「指定設備卸役務の卸料金の検証の運用に関

するガイドライン」も、接続制度によって適正かつ公平な提供料金および提供

条件が実現している場合はモバイル音声卸においても適正な契約交渉が行わ

れることが期待できるとしている。 

したがって、電気通信事業者間の公正競争を確保するという本来の目的に立

ち戻り、接続による音声通話サービスの提供の実現を目指すべきである。 

なお、プレフィックス音声接続では、MVNOは自社のIMS基盤を利用すること

はできないため、技術的な自由度が限定されるが、MVNOに電気通信番号を指定

することで接続による音声通話サービスが実現すれば、MVNOは自社のIMS基盤

通信により、自由度の高いサービス設計が可能となり、付加価値のある音声通

話サービスを提供することができる。接続による音声通話サービスの提供は、

多様なサービスの実現により利用者の利便の確保につながるものである。 

【日本通信株式会社】 
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・a) 卸先事業者にとって、接続により、指定設備卸役務において用いられる電気通信設備と同等の電気通信設備が、同様の設備

利用形態・利用条件で利用可能か。 

意見 考え方 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は、モバイル音声卸と設備利用形態は異なるが、二

種指定設備の利用との間に一定の同等性が確保されている。現在の市場環境では導

入時期が最も重要であり、「代替性あり」に賛同する。 

考え方◇  

○ プレフィックス自動付与機能については、 

（1）既存中継事業者を利用することにより、新たな設備投資が不要 

（2）他事業者網や緊急通報機関との接続（調整含む）が不要 

（3）上記を踏まえて、早期に提供可能 

といった利点があり、MVNO事業者として負担が少なく、音声サービス提供が可

能となる新たな利用形態であると認識している。 

弊社としても、音声サービスを提供するにあたり、モバイル音声卸に加えて、

自社状況を踏まえて選択可能となる新たな利用形態ができたことを非常に歓

迎しており実際に利用開始しているところである。 

また、接続の設備利用形態として、プレフィックス自動付与方式は、モバイ

ル音声卸と設備利用形態が異なるものの、利用条件は同等のものであると認識

している。中・長期的にはIMS接続も視野にいれて検討する必要があるが、現

在の市場環境では導入時期が最も重要であり、コスト等の観点からも、モバイ

ル音声卸に加えて利用選択可能なものであり、「代替性あり」に賛同する。 

【フリービット株式会社】 

○ 賛同の御意見として承ります。 

○ しかし、プレフィックス自動付与機能の提供条件に

SIM交換といった制約的条件があること、SIM交換以外

の提供条件に制約的条件が含まれる可能性があるも

ののその提供条件が公表されて間もないことから、プ

レフィックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与

しているかについて、半年程度経過後に再度評価する

ことが適当と考えます。 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は、モバイル音声卸と設備利用形態は異なるが、二

種指定設備の利用との間に一定の同等性が確保されており評価できる。（同旨２者） 

考え方◇  

○ 接続の設備利用の形態はモバイル音声卸とは異なるものの、モバイル音声卸

に用いられる二種指定事業者設備の利用については一定程度の同等性が確保

されていると考えます。 

【株式会社インターネットイニシアティブ】 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に再度評価することが

適当と考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能を用いた接続と、従来のモバイル音声卸では、

指定設備の利用形態が異なるものの、どちらの方式であってもエンド－エンド

での通話を提供することは可能であり、一定の同等性が確保されていると考え
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られます。 

  また、プレフィックス自動付与機能の利用に際しては、二種指定事業者（MNO）

への網改造費用の支払いといった経済的負担が少ないうえ、従来のモバイル音

声卸に比して低廉な料金水準での利用が可能となり、当社においてもプレフィ

ックス自動付与機能の利用を選択させていただいたところです。 

【エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は、モバイル音声卸と設備利用形態は異なるが、二

種指定設備の利用との間に一定の同等性が確保されている。他方、IMS接続は、技術

面（VoLTE対応、網間接続等）、制度面（電気通信番号、緊急通報機関接続、MNP等）、

経済負担面（フルMVNO化、IMS設置等）の課題があり、多くのMVNOで採用困難のため、

当面の接続形態としては現実的であり評価できる。（同旨４者） 

 

考え方◇  

○ モバイル音声卸と設備利用形態が同等となる接続形態としては、IMS接続

（S8HR接続）が考えられますが、2020年1月10日第28回接続料の算定等に関す

る研究会での当協会MVNO委員会からのプレゼンテーションのとおり、技術面

（VoLTE対応、網間接続等）、制度面（電気通信番号、緊急通報機関接続、MNP

等）、経済負担面（フルMVNO化、IMS設置等）の課題があると認識しており、現

時点では、多くのMVNOにおいて採用を具体的に検討することが困難な形態と考

えております。 

そのようななか、プレフィックス自動付与機能は、設備利用の態様は違えど

も、モバイル音声卸に用いられる二種指定事業者設備の利用との間に一定程度

の同等性が確保されており、またIMS接続に比して、技術面、制度面、経済負

担面の課題が小さく、多くのMVNOにおいて採用可能と考えられることから、当

面の接続形態としては現実的ではないかと考えます。 

【一般社団法人テレコムサービス協会】 

○ IMS接続については、MVNOへの電気通信番号付与等

制度的課題、技術的課題及び経済的課題を解決するよ

う、総務省、MNO、MVNOそれぞれが検討することが適

当と考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に再度評価することが

適当と考えます。 

 

○ モバイル音声卸と設備利用形態が同等となる接続形態としては記載の通り

IMS接続が考えられますが、こちらは全国の緊急通報機関（警察・海上保安庁・

消防）におけるMVNO設備との接続・連携も必須となる等の制度面、経済負担面

の他、VoLTEの対応が困難であるといった技術面の課題もあり、対応できるMVNO

が非常に限られる形態であると考えられます。 

  この点、プレフィックス自動付与機能は、モバイル音声卸とは設備利用形態
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は異なるものの、多くのMVNOにおいて採用が可能なものであり、当面の接続形

態としては現実的であるため、モバイル音声卸と一定程度の同等性が確保され

ていると考えます。 

【株式会社オプテージ】 

○ プレフィックス自動付与機能は、設備利用形態は異なるものの、モバイル音

声卸に用いられる二種指定事業者設備の利用との間に一定程度の同等性が確

保されており、またIMS接続と比較して、技術面、制度面、経済負担面の課題

が小さく、現時点では評価できるものと思います。 

【株式会社ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ】 

○ プレフィックス自動付与機能は、モバイル音声卸の設備利用形態とは異なる

もののIMS接続と比較して技術面／制度面／経済負担面などにおいてMVNOにと

っての導入の課題が低く抑えられており、現時点においては一定の同等性と実

現性が見込まれるものと考えます。 

【ソニーネットワークコミュニケーションズスマートプラットフォーム株式会社】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は、モバイル音声卸の設備利用形態とは異なるもの

の、二種指定設備の利用について一定程度の同等性が確保されており、その他の接

続形態と比べても最善かつ現実的。（同旨２者） 

● IMS接続については、MVNO委員会から特に中小規模のMVNOには現実的には困難で

ある旨の意見があり、様々な技術的課題や制度的課題があることから実現が難しい

と整理されたものと認識。（同旨２者） 

● IMS接続についてMVNOからの要望があれば真摯に協議に応じる考えだが、様々な

課題が想定される。 

考え方◇  
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○ 接続料の算定等に関する研究会（以下、「本研究会」とする）第四次報告書

にもある通り、接続の代替手段については、プレフィックス自動付与機能及び

緊急呼等の卸役務の継続提供を行うことで音声卸役務と一定の同等性が認め

られるというMVNO委員会殿の意見や本研究会での議論の結果を踏まえ、当社に

て開発を行い、本年2月に機能リリースしました。また、その他接続機能につ

いてはIMS接続も別案として挙がっていましたが、MVNO委員会殿からも技術的

な課題とともに、VoLTEサーバ（IMS）の設置・運用が必要となる等、経済的に

も困難という意見があり、プレフィックス自動付与機能が合理的と本研究会に

おいて判断されたものと認識しています。 

従って、上記考えや背景等を踏まえれば、現時点においてプレフィックス自

動付与機能の提供が最善かつ現実的であり、また指定設備卸役務であるモバイ

ル音声卸との同等性が十分に確保されていると考えます。 

○ 当社は、IMS接続についてMVNO殿からの要望があれば真摯に協議に応じる考

えです。 

  一方で、2020年1月10日の本研究会においてMVNO委員会殿が示されていると

おり、IMS接続については例えば以下のような課題が想定され、現時点におい

ては解決困難な課題や解決には相応の期間を要すると考えられる課題もあり、

また、卸役務で用いられる設備と同様の利用形態・利用条件とならない可能性

があると考えます。 

 ※課題の一例 

① 標準外の接続方式の検討が必要（APN：IMS以外の方式等） 

② 東日本電信電話株式会社殿・西日本電信電話株式会社殿のIP網移行前の

PSTNとの接続可否、IP網移行後の多数事業者との直接接続 

③ MVNO殿での緊急機関（消防機関だけでも700拠点超）との直接接続やそ

れに係る緊急機関側の改修等 

④ 位置情報連携やMNP等のMNO各社との連携に伴う開発等各種対応 

⑤ MVNO殿による音声伝送電話番号の運用を可能とする制度改正が必要 

⑥ 3Gサービスの開発不可（サービスアウト見込み） 

  従って、IMS接続の導入を検討する場合は、導入時期により利用形態や利用

条件が異なる点等について整理が必須であると考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に再度評価することが

適当と考えます。 

○ IMS接続については、MVNOへの電気通信番号付与等

制度的課題、技術的課題及び経済的課題を解決するよ

う、総務省、MNO、MVNOそれぞれが検討することが適

当と考えます。 

 



（案） 

１５ 
 

意見 考え方 

○ 当社はモバイル音声卸の代替手段となる接続機能としてプレフィックス自

動付与機能を実装し、2021 年2 月 16 日に接続約款の届出をしております。

検証（案）の通り、接続の設備利用形態は、モバイル音声卸の設備利用形態と

は異なるものの、モバイル音声卸に用いられる二種指定事業者設備の利用につ

いて一定程度の同等性が確保されていると考えます。 

なお、IMS 接続については、「接続料の算定等に関する研究会」第 28 回会

合（2020 年 1 月 10日）において、MVNO 委員会からは、「フル MVNO」となる

ことが求められ、更に VoLTE サーバ(IMS)を設置・運用する必要があるなど、

特に中小規模のMVNO には現実的には困難である旨の意見があり、様々な技術

的課題や制度的課題があることからモバイル音声卸に係る接続による代替性

とした接続形態としては実現が難しいと整理されたものと考えております。 

 

接続料の算定等に関する研究会 第 28 回MVNO 委員会ヒアリング資料より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（案） 

１６ 
 

意見 考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は、中継事業用設備の存在及びSIM交換の必要性を

考え方◇  



（案） 

１７ 
 

意見 考え方 

踏まえると、モバイル音声卸と同様の設備利用形態・利用条件で利用できない。 

● プレフィックス自動付与機能では、MVNOは着信接続料を得ることができないた

め、プMVNOに一方的なコスト負担を強いるものである。 

● プレフィックス自動付与機能には、SIMの交換を要すると説明されている。SIM交

換はエンドユーザの利便性を著しく損なうものであり、MVNOから顧客を流出させる

要因となる。 

○ プレフィックス自動付与機能を実装した接続による音声通信役務（以下、「プ

レフィックス音声接続」という）では、以下のとおり、指定設備卸役務による

音声通信役務（以下、「モバイル音声卸」という）において用いられる電気通

信設備と同等の電気通信設備を、同様の設備利用形態・利用条件で利用するこ

とはできない。 

1）設備利用形態について 

① 中継事業用設備の存在 

モバイル音声卸は、発信側事業者の電気通信設備と受信側事業者の電気

通信設備によって提供されるが、プレフィックス音声接続は、発信呼にお

いて、中継事業用設備を経由する。 

② SIM交換の必要性 

プレフィックス音声接続は、エンドユーザが使用している既存のSIMで

は利用することができず、別のSIMに交換する必要があることが卸先事業

者（以下、「MVNO」という）に説明されている。SIM交換はエンドユーザの

利便性を著しく損なうものであり、SIM交換を要する場合、エンドユーザ

がプレフィックス音声接続をモバイル音声卸の代替手段として評価する

ことはあり得ない。 

SIM交換の要否は、設備利用形態を構成する重要な要素であり、接続約

款の届出においては、接続約款に記載されているか否かにかかわらず、審

査されるべきである。 

２）設備利用条件について 

① 中継事業用設備の存在 

プレフィックス音声接続では、中継事業用設備のコストをMVNOが負担す

る。MVNOは、プレフィックス音声接続の発信呼で経由する中継事業用設備

のコストを負担する一方、着信呼では中継事業用設備を経由しないため、

着信接続料を得ることができない。すなわち、プレフィックス音声接続の

○ プレフィックス自動付与機能に係る中継事業につ

いては、現時点において競争環境が歪められていると

は言えないものの、将来的な競争の歪みが懸念される

ことから、引き続き注視することが適当と考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件にSIM交換

といった制約的条件があること、SIM交換以外の提供

条件に制約的条件が含まれる可能性があるもののそ

の提供条件が公表されて間もないことから、プレフィ

ックス自動付与機能が卸交渉の適正化に寄与してい

るかについて、半年程度経過後に再度評価することが

適当と考えます。 

 



（案） 

１８ 
 

意見 考え方 

設備利用条件は、MVNOにとって付加価値のない設備を経由することでMVNO

に一方的なコスト負担を強いるものである。 

② SIM交換の必要性 

プレフィックス音声接続において、SIM交換を必要とすることは、エンド

ユーザの利便性を著しく低下させ、MVNOから顧客を流出させる要因となる。 

 

【日本通信株式会社】 

  



（案） 

１９ 
 

・b) 卸先事業者にとって、接続を利用することにより、指定設備卸役務によって提供する役務と同様の役務をエンドユーザに提

供可能か。 

意見 考え方 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能に係る、緊急通報等がコストベースの卸役務で提供

される場合は、中継事業者の中継電話役務等と組み合わせることで、実質的にモバ

イル音声卸の役務と同様の役務を提供することは可能。 

● 通話品質の差異やPSTNマイグレーションによる競争環境の変化が、代替性に

どのような影響を与えていくのか、中長期的に注視が必要。 

考え方◇  

○ 緊急通報等、接続では提供されない一部の機能が、接続に付随する卸役務と

してコストベースで提供されることとされています。中継電話サービスは複数

の中継事業者から提供されており、現在でもMVNOに利用され、活発な競争が行

われております。 

MVNOは接続（付随する卸役務を含む、以下同様）と中継電話サービスを組み

合わせることにより、モバイル音声卸を利用した場合と同等の利便性で、エン

ドユーザに携帯音声通信役務を提供することが可能となります。 

一方で、接続と中継電話サービスを利用して役務を提供する場合は、網構成

や事業者間の接続形態の違いにより、モバイル音声卸で実現されている高音質

通話の提供ができません。また、PSTNマイグレーションを控え、音声通信の網

構成や事業者間の接続形態、中継事業者の競争環境などが大きく変化すること

が想定されます。このような状況が、モバイル音声卸における接続代替性にど

のような影響を与えていくのか、中長期的に注視が必要であると考えます。 

【株式会社インターネットイニシアティブ】 

○ プレフィックス自動付与機能に係る中継事業につ

いては、現時点において競争環境が歪められていると

は言えないものの、将来的な競争の歪みが懸念される

ことから、引き続き注視することが適当と考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能では緊急通報等が

MVNOにより実質的に提供されないため、モバイル音声

卸の範囲とは異なるものの、プレフィックス自動付与

機能に付随する卸役務として緊急通報等をコストベ

ースで提供されることから、実質的にプレフィックス

自動付与機能でモバイル音声卸と同様の役務を提供

することが可能であると考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能と指定設備卸役務の

通話品質の違いは、中継事業者を含むMNO以外の事業

者の接続条件等によるものであり、直接代替性検証に

影響するものではないと考えます。 

○ 他方で、MNO、中継事業者等関係事業者において、

この通話品質の違いの解消に向けて努力していくこ

とが望ましいと考えます。 

 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能に係る、緊急通報等がコストベースの卸役務で提供

される場合は、中継事業者の中継電話役務等と組み合わせることで、実質的にモバ

イル音声卸の役務と同様の役務を提供することは可能。（同旨２者） 

考え方◇  



（案） 

２０ 
 

意見 考え方 

● プレフィックス自動付与機能と音声卸役務との通話品質の差異は、二種指定事業

者のみに帰する課題ではなく、中継事業者や固定通信事業者等との間の接続条件に

起因する課題であることから、代替性評価の観点では「同様の役務」の範疇と捉え

ることが適当。ただし、事業者間で、この課題の解消に向けた努力が行われること

が望ましい。（同旨２者） 

● 提供条件の制約によって、卸から接続に移行することが困難な場合は、観点(dの

みならず観点（bにも適合しないと評価されることが適切。（同旨２者） 

○ プレフィックス自動付与機能の接続において、緊急通報等が付随する卸役務

としてコストベースで提供される場合は、中継事業者の中継電話役務等と組み

合わせることにより、実質的にモバイル音声卸の役務と同様の役務を提供する

ことは可能になると考えます。なお、現状、MVNOにおいて価格・機能等を比較

考慮のうえ複数の中継事業者から選択可能であること、またプレフィックスを

付与する通話アプリをバージョンアップする等により中継事業者を乗り換え

ることも比較的容易に可能であることから一定の競争原理が働いており、これ

により通話アプリを利用した音声サービスにおいて実際に多くのMVNOが安価

で柔軟なサービス提供を実現していると認識しています。 

また、プレフィックス自動付与機能を利用した場合と指定設備卸役務を利用

した場合とでは、通話品質が異なる（前者は高音質通話の対象外、後者は相手

先により高音質通話が適用される場合がある）と認識しておりますが、二種指

定事業者のみに帰する問題ではなく、中継事業者や固定通信事業者等との間の

接続条件に起因する課題であることから、指定設備卸役務との代替性評価の観

点では「同様の役務」の範疇と捉えることが適当ではないかと考えております。

ただし、二種指定事業者、中継事業者、固定通信事業者等により、この課題の

解消に向けた努力が行われることは望ましいと考えます。 

一方で、現状、全てのMVNOがモバイル音声卸にて音声サービスを提供してい

るなか、接続に付随する卸役務として、コストベースで緊急通報等が提供され

ているとしても、仮に提供条件の制約によって、卸から接続への移行に当たり

利用者に手間が発生する等の利用者利便の低下が伴うなど、卸から接続に移行

することがMVNOに取り困難な場合は、実際に接続を利用してエンドユーザ向け

に役務を提供できるMVNOが存在し得ないことも考えられます。その点、二種指

定事業者にそのような制約的な提供条件の有無についてヒアリングまたは書

面での報告を求め、制約的な提供条件がある場合には、評価項目dのみならず

○ プレフィックス自動付与機能では緊急通報等が

MVNOにより実質的に提供されないため、指定設備卸役

務の範囲とは異なるものの、プレフィックス自動付与

機能に付随する卸役務として緊急通報等をコストベ

ースで提供されることから、実質的にプレフィックス

自動付与機能で指定設備卸役務と同様の役務を提供

することが可能であると考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能と指定設備卸役務の

通話品質の違いは、中継事業者を含むMNO以外の事業

者の接続条件等によるものであり、直接代替性検証に

影響するものではないと考えます。 

○ 他方で、MNO、中継事業者等関係事業者において、

この通話品質の違いの解消に向けて努力していくこ

とが望ましいと考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件において

制約的条件がある場合には、利用する電気通信設備の

利用条件の同等性の問題であることから、a)の項目で

評価することが適当と考えます。 

 



（案） 

２１ 
 

意見 考え方 

本項目にも適合しないと評価されるものと考えます。 

 

【一般社団法人テレコムサービス協会】 

○ 現在多くのMVNOが提供している、中継電話サービスを利用した電話サービス

では、「専用のアプリを用いる必要があり、着信電話に対する折り返し電話時

等に利便性が悪い」という点や、「緊急通報やフリーダイヤルが使えない」と

いったエンドユーザの利便性に課題があったところ、プレフィックス自動付与

機能の接続においてはこれらの課題が解決され、エンドユーザに提供する役務

については、卸役務と一定の代替性があるものと考えます。 

  また、現状、多くのMVNOがモバイル音声卸にて音声サービスを提供している

ため、卸役務から接続に制約なく容易に移行できることが必要であると考えま

す。仮に、制約条件によりMVNO利用者が一定の手続きや設定作業等を実施しな

いとプレフィックス自動付与機能が利用できない等、エンドユーザ向けに役務

を提供できるMVNOが著しく少なくなることも考えられます。このため、代替性

の評価にあたっては、二種指定事業者に提供条件の有無について確認いただ

き、制約的な提供条件がある場合には、評価項目d)のみならず、本項目にも適

合しないと評価されることが適切かと考えます。 

  なお、プレフィックス自動付与機能を利用した場合は中継事業者の網を経由

するため、厳密には通話品質が異なることも考えられます。しかし、こちらに

ついては二種指定事業者のみに帰する問題ではなく、中継事業者や固定通信事

業者等との間の接続条件に起因する課題であるため、卸役務との代替性評価に

おいては同等とみなし、継続的に事業者間で改善に努めることが望ましいと考

えます。 

 

【株式会社オプテージ】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能に係る、緊急通報等がコストベースの卸役務で提供

される場合は、中継事業者の中継電話役務等と組み合わせることで、実質的にモバ

イル音声卸の役務と同様の役務を提供することは可能。（同旨３者） 

考え方◇  

○ プレフィックス自動付与機能を用いた接続方式において、緊急通報等の一部

のプレフィックス自動付与機能対象外の呼種別を卸役務として組み合わせて

提供することにより、エンドユーザに対して実質的に従来のモバイル音声卸利

○ プレフィックス自動付与機能では緊急通報等が

MVNOにより実質的に提供されないため、指定設備卸役

務の範囲とは異なるものの、プレフィックス自動付与



（案） 

２２ 
 

意見 考え方 

用時と同様の役務を提供することは可能と考えます。 

  当社においても、プレフィックス自動付与機能を用いたサービスを本年4月

7日から提供開始させていただく予定ですが、専用のアプリを使った発信をい

ただかなくても定額サービスを含む低廉なユーザ料金の実現が可能となり、プ

レフィックス自動付与機能の利用によりエンドユーザの利便性を更に向上さ

せることができると考えております。 

【エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社】 

機能に付随する卸役務として緊急通報等をコストベ

ースで提供されることから、実質的にプレフィックス

自動付与機能で指定設備卸役務と同様の役務を提供

することが可能であると考えます。 

 

○ 中継電話事業者より提供されない緊急通報等の特番等について、ＭＮＯより

引き続き卸の形態かつコストベースで提供されるため、指定設備卸役務によっ

て提供される役務とほぼ同様の役務を提供できると考えます。 

【株式会社ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ】 

○ プレフィックス自動付与機能による接続を利用した場合、卸役務として提供

されている緊急通報接続などを、接続に付随する卸役務としてコストベースで

MVNOへ提供し、かつ、接続を利用してエンドユーザの手間などの負担が無く

MVNOが役務を提供出来るのであれば、接続でモバイル音声卸の役務と同様の役

務を提供することは可能ではないかと考えます。 

【ソニーネットワークコミュニケーションズスマートプラットフォーム株式会社】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は、音声卸役務と提供可能な役務範囲は異なるもの

の、それに付随する卸役務として緊急通報等を提供しており、実質的に接続で音声

卸役務と同様の役務を提供することは可能。（同旨２者） 

考え方◇  

○ プレフィックス自動付与機能については、本研究会においても議論されたと

おり、緊急通報等の一部通話については、MVNO殿において接続方式での実現が

実質的に不可能と想定されることから、卸役務の提供を継続することとなった

ものと認識しています。 

また、緊急通報等については卸役務として提供するものの、コストベースで

MVNO殿に提供することとしており、一般通話においても接続によるコストベー

スでの提供となることから、MVNO殿は卸役務と同様のサービスをいずれもコス

トベースで利用可能であり、一部卸としての契約が継続するとしても、接続と

しての同等性は十分に担保されているものと考えます。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

○ プレフィックス自動付与機能では緊急通報等が

MVNOにより実質的に提供されないため、指定設備卸役

務の範囲とは異なるものの、プレフィックス自動付与

機能に付随する卸役務として緊急通報等をコストベ

ースで提供されることから、実質的にプレフィックス

自動付与機能で指定設備卸役務と同様の役務を提供

することが可能であると考えます。 

 



（案） 

２３ 
 

意見 考え方 

○ プレフィックス自動付与機能においては、検証（案）の通り、接続とモバイ

ル音声卸で提供可能な役務範囲は異なるものの、接続に付随する卸役務として

緊急通報等を提供しており、実質的に接続でモバイル音声卸の役務と同様の役

務を提供することは可能となっていると考えております。 

 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

意見◇  

● プレフィックス自動付与機能は、音声卸役務に比して通話品質が劣る可能性が否

定できないこと、SIM交換を必要とすること及び海外ローミングによる海外発信の

音声通信役務を提供することができないことから、音声卸役務と同様の役務をエン

ドユーザに提供することはできない。 

考え方◇  

○ プレフィックス音声接続を利用することでは、以下のとおり、モバイル音声

卸によって提供する役務と同様の役務をエンドユーザに提供することはでき

ない。 

1）通話品質 

通話品質は中継事業用設備及びその接続形態に依存するため、プレフィッ

クス音声接続では、モバイル音声卸に比べて通話品質が劣る可能性が否定で

きない。現に、プレフィックスによる中継事業者役務を提供しているMVNOに

おいて、通話品質が劣ることが確認されている。 

2）SIM交換の必要性 

  プレフィックス音声接続において、SIM交換を必要とすることは、エンド

ユーザに新たな手続きを強いるものであり、利便性を著しく低下させ、MVNO

から顧客を流出させる要因となる。 

○ プレフィックス自動付与機能では緊急通報等が

MVNOにより実質的に提供されないため、指定設備卸役

務の範囲とは異なるものの、プレフィックス自動付与

機能に付随する卸役務として緊急通報等をコストベ

ースで提供されることから、実質的にプレフィックス

自動付与機能で指定設備卸役務と同様の役務を提供

することが可能であると考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能と指定設備卸役務の

通話品質の違いは、中継事業者を含むMNO以外の事業

者の接続条件等によるものであり、直接代替性検証に

影響するものではないと考えます。 

○ 他方で、MNO、中継事業者等関係事業者において、



（案） 

２４ 
 

意見 考え方 

3）海外ローミング 

モバイル音声卸では、海外ローミングによる海外発信の音声通信役務が提

供されているが、プレフィックス音声接続では、海外ローミングによる海外

発信の音声通信役務を提供することはできない。（プレフィックス音声接続

を利用する場合、海外ローミングによるサービスの提供を断念して国内発信

の音声通信役務のみを提供するか、または、海外ローミングを卸役務として

調達し、プレフィックス音声接続と組み合わせて提供するかのいずれかとな

るが、後者の場合は卸契約に統合されるため、「接続による」代替性の確保

という趣旨は失われる。） 

【日本通信株式会社】 

この通話品質の違いの解消に向けて努力していくこ

とが望ましいと考えます。 

○ プレフィックス自動付与機能の提供条件において

制約的条件がある場合には、利用する電気通信設備の

利用条件の同等性の問題であることから、a)の項目で

評価することが適当と考えます。 

○ なお、「海外ローミングによる海外通信の音声通話

役務」については、MNOの指定設備を用いて提供され

る役務ではないため、代替性検証で評価する事項では

ないと考えます。 

 

 


